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Ⅰ.平成２２年３月期決算概要
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注１. 21/3期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額▲49億円と個別貸倒引当金繰入額17億円の合計での取崩超額32億円を特別
利益に計上したが、比較のため分解して表示している。従って21/3期実績は会計上の損益計算書とは一部一致しない。

２. 連結粗利益 =（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）

３. （▲）は損失項目

（紀陽ホールディングス連結）

紀陽ホールディングス連結決算の概要紀陽ホールディングス連結決算の概要

２２年３月期は債券関係損益が改善し、連結粗利益は大幅に増加。保有株式の含み損処理を実施し、経常利益は６６億円に留ま
る。当期純利益は５８億円となり、中期経営計画上の計画値（６２億円）に近い水準を確保した。

２２年３月期は債券関係損益が改善し、連結粗利益は大幅に増加。保有株式の含み損処理を実施し、経常利益は６６億円に留ま
る。当期純利益は５８億円となり、中期経営計画上の計画値（６２億円）に近い水準を確保した。

58

21

22

22

66

▲71

19

52

80

14

404

50

67

511

629

22/3期
実績

+119▲53経常利益

前期比

うち償却債権取立益 ③

うち個別貸倒引当金繰入額（▲）

うち貸出金償却（▲）

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

+4414当期純利益

+81▲60法人税等調整額（▲）

+418

+814特別損益

+39▲110株式関係損益

+217

▲4193

▲47127不良債権処理額（▲） ②

+63▲49一般貸倒引当金繰入額（▲） ①

+12392営業経費（▲）

+143▲93

▲1683

▲21532

+107522連結粗利益

21/3期
実績

+137259与信コスト総額（▲） ①＋②－③

（億円）
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紀陽銀行の業績概要紀陽銀行の業績概要

・資金利益、役務取引等利益とも前期を下回り、コア業務純益は前期比▲３８億円の１８６億円となった。
・有価証券関係損益は大幅に改善したが、保有株式の含み損をほぼ一掃したことによる損失計上があり、経常利益は８３億円、

当期純利益は７５億円に留まった。

・資金利益、役務取引等利益とも前期を下回り、コア業務純益は前期比▲３８億円の１８６億円となった。
・有価証券関係損益は大幅に改善したが、保有株式の含み損をほぼ一掃したことによる損失計上があり、経常利益は８３億円、

当期純利益は７５億円に留まった。

うち債券関係損益 +13737▲100

+38▲72▲110株式関係損益

▲38186224コア業務純益

+79▲128▲207臨時損益

+11783▲34経常利益

前期比

うち償却債権取立益 ③

その他臨時損益

不良債権処理額（▲） ②

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

+467529当期純利益

+7825▲53法人税等調整額（▲）

+41814

+10177特別損益

▲5510

▲4562107

+39212173業務純益

+6011▲49一般貸倒引当金繰入額（▲） ①

+5364359経費（▲）

+14240▲102

▲174057

▲20508528

+104589483業務粗利益

22/3期
実績

21/3期
実績

（億円）

有価証券関係（債券・株式）
での損益が前期比で大幅に
改善したことが主要因

【資金利益増減要因】 （億円）

+13
▲2

+16

+920

▲0.05%

平残

利回り
預金等

▲2その他の市場運用・調達等の変動その他

▲1
+0

▲1

+53

▲0.02%

平残

利回り
有価証券

▲31

損益

+17

▲47

+811

▲0.20%

平残

利回り
貸出金

影響前期比要因

+125543与信コスト総額（▲） ①＋②－③

２. （▲）は損失項目

注１. 21/3期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額▲49億円と個別貸倒引当金繰入額11億円の合計での取崩超
額38億円を特別利益に計上したが、比較のため分解して表示している。従って21/3期実績は会計上の損益計算書とは一
部一致しない。

与信コスト総額は前期比増
加しているが、前期は多額
の一般貸倒引当金戻入があ
ったためであり、22/3期も金
額としては低い水準に抑えら
れた。
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業績予想業績予想

▲22190212業務純益

株式関係損益 +720▲72

+64▲64▲128臨時損益

75

17

83

186

11

364

40

40

508

589

22/3期
実績

23/3期
予想

80

▲5

126

192

5

377

6

41

524

572

+5当期純利益

▲22特別損益

+43経常利益

+6コア業務純益

▲6一般貸倒引当金繰入額（▲）

経費（▲）

前期比

+13

▲34その他業務利益

+1役務取引等利益

+16資金利益

▲17業務粗利益

紀陽銀行 （単体）

58

66

862

22/3期
実績

23/3期
予想

63

109

815

+5当期純利益

+43経常利益

▲47経常収益

前期比

（億円）

紀陽ホールディングス （連結）

前期比

23/3期
予想

+16

▲1

▲15

▲16

0

+7

▲6

0

524

11

75

87

2

137

472

611

その他利息（▲）

その他利息 2

貸出金利息

508資金利益

12

90預金等利息（▲）

103資金調達費用（▲）

130有価証券利息配当金

478

611資金運用収益

22/3期
実績

紀陽銀行（単体）

（億円）

紀陽ホールディングスの年間配当金は22年3月期と同額を予定

23年3月期 配当予想

普通株式 1株あたり年間 3円

紀陽ホールディングスの年間配当金は22年3月期と同額を予定

23年3月期 配当予想

普通株式 1株あたり年間 3円

＜資金利益の内訳＞

（億円）

・コア業務純益については、経費増加を吸収したうえでわずかながら増加を見込んでいる。
・経常利益は４３億円増加の見込みながら、繰延税金資産の取崩等があり、当期純利益は微増に留まる予想。

・コア業務純益については、経費増加を吸収したうえでわずかながら増加を見込んでいる。
・経常利益は４３億円増加の見込みながら、繰延税金資産の取崩等があり、当期純利益は微増に留まる予想。

「資産除去債務に関する会計基準」の適用等を織り込んでいる。
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業績予想～第２次中期経営計画との対比～業績予想～第２次中期経営計画との対比～

・低金利の背景もあり、銀行の収益環境は厳しくトップラインの収益は大きな伸びを見込みにくい状況。

・しかし、与信コストが抑制されていることもあり、経常利益、当期純利益ベースでは、計画値との乖離幅を抑えることが

できており、２４年３月期の計画値クリアに向けて底上げを進めていく。

・低金利の背景もあり、銀行の収益環境は厳しくトップラインの収益は大きな伸びを見込みにくい状況。

・しかし、与信コストが抑制されていることもあり、経常利益、当期純利益ベースでは、計画値との乖離幅を抑えることが

できており、２４年３月期の計画値クリアに向けて底上げを進めていく。

計画比予想当初計画

95

116

377

5

216

216

211

23/3期

80

126

377

5

195

192

190

▲15

+10

0

0

▲21

▲24

▲21

計画比実績当初計画

22/3期

81

99

364

5

217

207

212

75

83

364

11

224

186

212

▲6当期純利益

▲16経常利益

（一般貸倒引当金繰入額（▲））

（実質業務純益）

（コア業務純益）

0経費（▲）

+6

+7

▲21

0業務純益

（億円）紀陽銀行の収益計画

計画比予想当初計画

73

99

23/3期

63

109

▲10

+10

計画比実績当初計画

22/3期

62

81

58

66 ▲15経常利益

▲4当期純利益

紀陽ホールディングス（連結）の収益計画 （億円）

２３／３期の繰延税金資産の取崩
額は、当初計画を１０億円上回る
４０億円を見込んでおり、当期純利
益を押し下げる。

２３／３期の株式関係損益はゼロ
予想。

２３／３期は、国債等債券売却益を
大きくは見込んでおらず、実質業務
純益は減少を予想している。

▲20 0 +20▲27 ▲72 ▲45株式関係損益

▲9132141+4131127コア業務純益－与信ｺｽﾄ総額

75 60 ▲1580 55 ▲25与信コスト総額（▲）

２３／３期の与信コスト総額につい
ては、前期比＋５億円と見込んで
いる。「コア業務純益－与信コスト
総額」の水準は、前期比横這い程
度の予想。
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紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～役務取引等利益役務取引等利益～～

84
67

134

223

347

214

164

101

0

100

200

300

400

500

20/上 20/下 21/上 21/下

（億円） 個人年金保険等

投資信託等

▲ 21

▲ 44

▲ 22

▲ 44

5 5

17

25

5

7

64

34

66

33

139

-60

-30

0

30

60

90

120

(億円)

役務取引等利益の推移

役務取引等
費用

役務取引等
費用

個人年金保険
等関連手数料

個人年金保険
等関連手数料

投資信託関連
手数料

投資信託関連
手数料

431

投資信託・個人年金保険等販売高（半期あたり）

20/9期 21/3期 21/9期

役務取引
等収益

役務取引
等収益

22/3期

35

・投資信託販売額は増加したが、変額年金保険等の販売額が大幅に減少したため、手数料収入は前期比大幅減。
・２３年３月期の役務取引等利益は、ほぼ２２年３月期並（４１億円）と予想している。
・投資信託販売額は増加したが、変額年金保険等の販売額が大幅に減少したため、手数料収入は前期比大幅減。
・２３年３月期の役務取引等利益は、ほぼ２２年３月期並（４１億円）と予想している。

324

298
281

57

21

役務取引等利益役務取引等利益

40
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経費・ＯＨＲの推移

20 20

164 165

175 179

74.4%

61.9%

65.9%

0

100

200

300

400

500

21/3期 22/3期 23/3期（予想）

（億円）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%
人件費
物件費
税金

165

179

364

22/3期
（実績）

前期比

+1

+4

+5

内 人件費

164内 物件費

175

359合 計

2１/3期
（実績）

人員 （パート除く）

経費の推移

（億円）

359

ＯＨＲ

期末職員数 2,454

21/9末
（実績） 前期比

22/3末
（実績）

+882,3662,280

21/3末
（実績）

・２３年３月期は０ＨＲが６５％程度に小幅ながら上昇見込。
・経費の増加要因には２２年５月の新システム稼働を反映しており、計画には織込済。全体には経費抑制方針を継続している。

・２３年３月期は０ＨＲが６５％程度に小幅ながら上昇見込。
・経費の増加要因には２２年５月の新システム稼働を反映しており、計画には織込済。全体には経費抑制方針を継続している。

紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～経費の状況経費の状況～～

364

（人）

(   ) 内は業務粗利益
（483）

（589）

201

21/4
（実績）

+19

前年

対比

190220定期新卒採用

23/4

見込

22/4
（実績）

（各年度４月入行、人）

377

（572）



8

紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～与信費用の状況与信費用の状況～～

92
107

62 70

103

57
74 75

0.31% 0.30%

0.25%

0.47%

-50

0

50

100

150

200

(億円)

与信費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）

不良債権処理額

与信費用比率＝(一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額)/貸出金平残

与信費用（償却債権取立益除く）の状況

15

(注)
11

80

107

(注)
▲49

57

21/3期
実績

6

15

39

62

11

74

22/3期
実績

5

26

61

92

10

103

20/3期
実績

23/3期
予想

債権売却損等

個別貸倒引当金純繰入額

貸出金償却

不良債権処理額 ②

一般貸倒引当金繰入額 ① 5

70

75与信費用 ①＋②

76

26

605543与信コスト総額 ①＋②－③

18 1514償却債権取立益 ③

与信費用の実績内訳と予想

（億円）

21/3期 22/3期 23/3期(予想)

(注) 21/3期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当
金繰入額は、合計して取崩超となるため、特別利益として貸倒引当金戻入益
を計上している。

・与信費用は、多額の一般貸倒引当金戻入額があった21年3月期に比べると増加したが、安定した水準。
・不良債権処理額は21年3月期に比べ大幅に減少した。23年3月期の与信費用は、ほぼ前期並と予想している。
・与信費用は、多額の一般貸倒引当金戻入額があった21年3月期に比べると増加したが、安定した水準。
・不良債権処理額は21年3月期に比べ大幅に減少した。23年3月期の与信費用は、ほぼ前期並と予想している。

20/3期
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Ⅱ.中期経営計画の進捗状況詳細
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目指すべき

銀行像

紀紀 陽陽 銀銀 行行 のの 基基 本本 方方 針針

「お客様から選ばれ続ける銀行」「お客様から選ばれ続ける銀行」

お客様の満足を第一とする心（ハート）を大切にし、お客様の良き相談相手として知恵（ブレイン）
を絞り、汗をかき行動する（アクション）銀行を目指します。

第第２２次中期経営計画次中期経営計画の位置付けの位置付け

・合併による徹底した効率化と経費削減効果の実現

・「攻めの経営」への転換

・更なる飛躍に向けた体制整備の完了

21年3月期まで

24年3月期まで

24年4月以降

第1次中計期間のテーマ

第２次中計期間のテーマ

第２次中計終了以降の展望

・総合的な金融サービス
提供体制の構築

・地域経済への貢献

・経営基盤の強化

・多様かつ高度なサービス
のご提供

紀陽ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ
の経営方針

紀陽ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ
の経営方針

・顧客接点強化と取引先数増加による着実な成長

・経営管理態勢の強化

・公的資金返済に向けた態勢整備の完了

公的資金返済と、株主還元充実を
進める

公的資金を活用し
経営方針の実現へ

公的資金を活用し
経営方針の実現へ
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第２次中期経営計画第２次中期経営計画における計数計画における計数計画

3.96 %

74.42%

0.65%  

224億円

1,145億円

8,116億円

23,856億円

32,140億円

21/3期実績

不良債権比率健全性

ＯＨＲ（注2）効率性

コア業務純益ROA（注1）
収益性

コア業務純益

投資信託残高（末残）

（内 ローン残高）

貸出金残高（末残）

預金等残高（譲渡性預金含む）（末残）

規模

目標項目

銀

行

単

体

8.16%

10.96%

14億円

21/3期実績

当期純利益

健全性
Ｔｉｅｒ１比率

自己資本比率

収益性

目標項目
Ｈ

Ｄ

連

結

▲14%程度の改善

3% 台

＋0.01% 以上

＋16億円 以上

＋500億円 以上

＋1,100億円 以上

＋2,100億円 以上

＋2,300億円 以上

第２次中期経営計画
期間中の目標
（21/4～24/3）

8% 以上

11% 以上

＋100億円 以上

第２次中期経営計画
期間中の目標
（21/4～24/3）

8% 以上

11% 以上

120億円 以上

24/3期
計画

3% 台

60%台前半

0.66% 以上

240億円 以上

1,650億円 以上

9,300億円 以上

26,000億円 以上

34,500億円 以上

24/3期

計画

（注1）コア業務純益ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産期中平均残高

（注2）ＯＨＲ＝経費÷業務粗利益

3.79%

61.91%

0.52%

186億円

1,549億円

8,544億円

24,515億円

34,148億円

22/3期

実績

8.22%

10.90%

58億円

22/3期
実績
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171

393

443

551

651

348

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

18/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末

(億円）

公的資金返済に向けた態勢整備公的資金返済に向けた態勢整備

・旧和歌山銀行との経営統合以降に蓄積した返済原資の額は公的資金の約70%の金額に達した。

・懸案であった「その他有価証券評価差額金」も、22年3月期末時点で▲24億円まで縮小。現段階では自己資本比率規

制改正の行方を見定める必要があるが、計画期間終了時には一部返済を視野に入れることが可能な状態にある。

・旧和歌山銀行との経営統合以降に蓄積した返済原資の額は公的資金の約70%の金額に達した。

・懸案であった「その他有価証券評価差額金」も、22年3月期末時点で▲24億円まで縮小。現段階では自己資本比率規

制改正の行方を見定める必要があるが、計画期間終了時には一部返済を視野に入れることが可能な状態にある。

紀陽銀行＋紀陽ホールディングスでの返済原資蓄積状況（利益処分後）

第 ２ 次 中 期 経 営 計 画 期 間第 ２ 次 中 期 経 営 計 画 期 間

見込み見込み

銀行単体当期純利益140億円以上の確保を目指す

平成20年3月期に生じた紀陽ホールディングス優先株式等の
親子間売買にかかる差額50億円（持株会社に留保）含む

171億円＋315億円（公的資金相当額）＝486億円

24/3末には公的資金相当額を超える蓄積額となる計画

486億円
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法人貸出先数増加 119先（19.1％）

貸出金純増額（事業性） 51億円（10.6％）

住宅ローン実行額 224億円（22.4%）

2２年３月期までの進捗2２年３月期までの進捗

※（ ）内は進捗率
５,６７７１,６９５１０22年３月

５,３３７１,５２０１０21年３月

＋３４０＋１７５－増減

貸出金残高預金残高店舗数

大
阪
市
周
辺

大
阪
市
周
辺

堺･

大
阪
府
南
部

堺･

大
阪
府
南
部

和
歌
山
県
内

和
歌
山
県
内

和歌山県

大阪府

大阪市

堺市

和歌山市

エリア別各エリア別各目標目標項目項目の進捗の進捗状況状況

※単位は億円。

※譲渡性預金を含まない

※その他奈良２、東京１、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店あり（店舗数には出張所を含む）

６,１２０６,３３３２６22年３月

＋１８８＋２８０－増減

５,９３２

貸出金残高

６,０５３２６21年３月

預金残高店舗数

１０,４４２２３,９４９６９22年３月

１０,４８８２２,８２５６９21年３月

▲４６

貸出金残高

＋１,１２４－増減

預金残高店舗数

第２次中計期間目標値（３ヵ年累計）第２次中計期間目標値（３ヵ年累計）

県内営業基盤の更なる強化

更なるシェア向上

安定拡大

法人貸出先数増加 126先（33.1%）

貸出金純増額 188億円（26.8%）

預金純増額 280億円（28.0%）

住宅ローン実行額 370億円（37.0%）

個人預金純増額 543億円（41.7%）

住宅ローン実行額 342億円（42.7%）
個人預金純増額 1,300億円

住宅ローン実行額 800億円

法人貸出先数（残高５百万円以上）増加 380先

貸出金純増額 700億円

預金純増額 1,000億円

住宅ローン実行額 1,000億円

法人貸出先数（残高５百万円以上）増加 620先

貸出金純増額（事業性）480億円（大阪支店除く）

住宅ローン実行額 1,000億円

22年3月期末の当行県内預金残高は2兆3,949億円。21年3月期末の統計値では、ゆうちょ

銀行を含む県内総預貯金残高は約7兆9,500億円であり、横這いもしくは漸減基調にある。こ

れをベースに推計した場合、当行の県内預金シェアは、２１年３月期末の２８．７％から上昇

し、早期達成を目指していた「30％」を突破した可能性が高い。

22年3月期末の当行県内預金残高は2兆3,949億円。21年3月期末の統計値では、ゆうちょ

銀行を含む県内総預貯金残高は約7兆9,500億円であり、横這いもしくは漸減基調にある。こ

れをベースに推計した場合、当行の県内預金シェアは、２１年３月期末の２８．７％から上昇

し、早期達成を目指していた「30％」を突破した可能性が高い。
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預金者別残高 （譲渡性預金を含む） 預金等地区別残高 （譲渡性預金を含む）

24,364 24,483 24,786 25,275

5,869 5,665 6,325 6,218

1,852 1,991
1,574

2,653

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末

（億円）

32,140 32,686
公金等公金等

法人法人

個人個人

※公金等は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人、金融機関等

23,358 23,501 23,764 24,990

7,964 7,844 8,143
8,330

763 793 778
826

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末

（億円）

奈良・東京等

2.4%

奈良・東京等

2.4%

大阪

24.3%

大阪

24.3%

和歌山

73.1%

和歌山

73.1%

32,140 32,686

預金の状況預金の状況

32,086 32,086

・22年3月期末は公金譲渡性預金残高が大幅に上昇したため、預金等残高は3兆4千億円台に。
・ベースとなる個人預金は順調な増加ペース。地区別では、和歌山だけでなく大阪でも大幅な増加となった。
・22年3月期末は公金譲渡性預金残高が大幅に上昇したため、預金等残高は3兆4千億円台に。
・ベースとなる個人預金は順調な増加ペース。地区別では、和歌山だけでなく大阪でも大幅な増加となった。

34,148 34,148
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貸出先別残高推移

貸出金の状況貸出金の状況

※公共関連は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人等

・事業性貸出は全国的に伸び悩む状況下で、わずかながら前期末比増加を果たした。消費者ローンは着実に増加。
・地区別では、和歌山ではわずかな減少幅で食い止め、大阪で着実に残高を伸ばしている構図。
・事業性貸出は全国的に伸び悩む状況下で、わずかながら前期末比増加を果たした。消費者ローンは着実に増加。
・地区別では、和歌山ではわずかな減少幅で食い止め、大阪で着実に残高を伸ばしている構図。

12,712 12,969 12,825 13,057

7,690
8,116 8,333 8,544

2,577
2,770 2,605

2,913

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末

（億円）

公共関連公共関連

消費者ローン消費者ローン

事業性事業性

23,856 23,764
22,980

10,215 10,488 10,194 10,442

5,646 5,932 5,986 6,120

5,042
5,337 5,437

5,677

2,075
2,098 2,146

2,274

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/9末 21/3末 21/9末 22/3末

（億円）

22,980
23,856 23,764

地域別貸出金残高推移

大阪南部
24.9%

大阪南部
24.9%

奈良・東京等
9.2%

奈良・東京等
9.2%

大阪北部
23.1%

大阪北部
23.1%

和歌山
42.6%

和歌山
42.6%

24,515 24,515
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消費者ローン消費者ローンの状況の状況

・変動金利型住宅ローンの割合は８２％に達している。利回りが低い反面、金利リスクは小。

・住宅ローンの伸びに支えられ、消費者ローン残高は和歌山県内、大阪府内とも着実に増加している。

・変動金利型住宅ローンの割合は８２％に達している。利回りが低い反面、金利リスクは小。

・住宅ローンの伸びに支えられ、消費者ローン残高は和歌山県内、大阪府内とも着実に増加している。

12%
2%

2%
2%

82%

住宅ローン金利種類別構成

17%

3%

7%

20%

53%

20/3末

（総残高 6,229億円）

22/3末
（総残高7,327億円）

金利変動型

固定３年

固定５年

固定10年

固定10年超

エリア別消費者ローン残高と構成比

2,974 3,118 3,203

2,524
2,760 2,873

1,705

2,043
2,233135

194
232

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

20/3末 21/3末 22/3末

(億円)
和歌山県 大阪府南部 大阪府北部 奈良・東京他

1%

23%

34%

40%

2%

25%

34%

38%

2%

26%

33%

37%

7,340

8,116
8,544



17

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

1.60 1.70 1.80 1.90 2.00 2.10 2.20

預貸金利鞘預貸金利鞘

2.26
2.21

2.01

0.32 0.270.30

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

20/3期 21/3期 22/3期

（%）

貸出金利回り

預金等利回り

近隣地銀・第二地銀のうち、公表資料から指標が把握
可能な金融機関を抽出

預貸金利鞘

1.091.111.13

預貸金利鞘 紀陽銀行

C行

D行

経費率

貸出金利回り

B行

0.640.780.82

（％）

1.22%

0.38%

20/3期

1.31%

0.41%

21/3期

1.35%有価証券利回り

0.34%総資金利鞘

22/3期(国内業務）

預貸金利鞘（国内業務）の推移 近隣地銀の預貸金利鞘の状況（国内業務）

・住宅ローン利回り低下の影響が大きく、貸出金利回りは大幅に低下し、預貸金利鞘も縮小。ただし、依然他行比では高水準。
・固定性預金比率が高いため、22/3期の預金等利回りの低下幅は限定的であったが、今期も段階的に低下する見込み。

・住宅ローン利回り低下の影響が大きく、貸出金利回りは大幅に低下し、預貸金利鞘も縮小。ただし、依然他行比では高水準。
・固定性預金比率が高いため、22/3期の預金等利回りの低下幅は限定的であったが、今期も段階的に低下する見込み。

A行 E行

（％）
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不良債権の状況不良債権の状況

352 332 316 283

787

632
559 572

194

214

84 87

6.19%

3.79%

5.09%

3.96%

0

500

1,000

1,500

2,000

19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

（億円）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

・景気動向を反映し不良債権の減少ペースは緩やかなものとなった。

・一方で、突発型の破綻は減少しており、不良債権処理額の減少につながった。

・景気動向を反映し不良債権の減少ペースは緩やかなものとなった。

・一方で、突発型の破綻は減少しており、不良債権処理額の減少につながった。

金融再生法開示債権

961

開示債権の増減要因 （金融再生法ベース）

金融再生法開示債権比率

1,179

1,335

破産更生等債権破産更生等債権

要管理債権要管理債権

危険債権危険債権

961

▲218

212

228

33

1

472

254

21/3期

実績

943

▲18

180

85

27

24

315

297

22/3期

実績

1.179不良債権額

▲156

203

106

124

37

470

314

20/3期

実績

増減

回収他

ランクアップ

部分直接償却

売却

減少

新規発生等増加

（億円）

943
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コールセンター機能の拡充ダイレクトチャネル

住宅ローンセンター人員を地元エリアへ傾斜配分（大阪北部の効率化）

本部ＦＡ渉外

ピクシス営業室（大阪担当）

法人新規開拓室

本部営業体制

法人部門営業担当者

個人部門営業担当者

営業店融資担当者

店舗新設（数店舗）を含め、店舗網の見直しを実施

営業店体制

２２年３月末進捗状況第２次中期経営計画期間中の増員計画等

合計６０名程度増員計画

６０名程度増員計画

５名増員計画

５名程度増員計画

８名増員計画

３０名増員

営業体制の営業体制の再構築の進捗状況再構築の進捗状況

法人分野へ先行して配置
個人分野＋１名

法人分野＋１１名

段階的に増員＋２３名

２１/９期に増員完了

営業店支援機能として＋８名

大阪北部１拠点廃止
地元エリアに借換ﾁｰﾑ2ﾁｰﾑ配置

２３年４月までに増員予定

・店舗体制に関しては、既存店舗の機能強化と、大阪府堺市を中心とした大阪府南部の店舗網充実に向けて検討中。
・人材の増員配置については、２３年４月の配置完了に向けて段階的に増員実施。

・店舗体制に関しては、既存店舗の機能強化と、大阪府堺市を中心とした大阪府南部の店舗網充実に向けて検討中。
・人材の増員配置については、２３年４月の配置完了に向けて段階的に増員実施。

検討中

１拠点増設、人員＋９名
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新規貸出先の獲得新規貸出先の獲得状況状況

・信用リスク面に従来以上に留意しながら着実に新規貸出先を開拓。

・貸出先増加ペースは第１次中計期間の水準を下回るものの、２１年度下期はようやく貸出額ベースで増加に転じた。

・２１年１０月に法人新規開拓室等に法人営業担当者を２０名増員しており、２２年４月以降、成果拡大を期待。

・信用リスク面に従来以上に留意しながら着実に新規貸出先を開拓。

・貸出先増加ペースは第１次中計期間の水準を下回るものの、２１年度下期はようやく貸出額ベースで増加に転じた。

・２１年１０月に法人新規開拓室等に法人営業担当者を２０名増員しており、２２年４月以降、成果拡大を期待。

新規貸出先獲得状況の推移（堺・大阪府南部） 新規貸出先獲得状況の推移（大阪府北部）

226
211

175 164

132
118

1,536

1,655

1,230

1,443

1,335

1,637

0

50

100

150

200

250

300

350

19/上 19/下 20/上 20/下 21/上 21/下

（金額：億円）

0

500

1,000

1,500

(先数)

122

96
108

98
8985

2,729

2,855

2,517

2,652
2,595

2,820

0

50

100

150

200

19/上 19/下 20/上 20/下 21/上 21/下

（金額：億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

(先数)

法人貸出先数（残高５百万円以上）法人貸出先数（残高５百万円以上）

新規取引先
貸出額（半期）

新規取引先
貸出額（半期）

新規取引先
貸出額（半期）

新規取引先
貸出額（半期）

法人貸出先数（残高５百万円以上）法人貸出先数（残高５百万円以上）
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リテール分野における調達基盤の強化リテール分野における調達基盤の強化

31 32 33 35

150145139136

113109105103

0

50

100

150

19/3 20/3 21/3 22/3

(千口座)
当行全体 和歌山県内 大阪府内

コールセンターのアウトバウンドコール体制強化（２１年８月）

約32千ｺｰﾙ
（半期）

約150千ｺｰﾙ(半期）

約5倍の機能に

現在は預金の案内や年金相談会への勧誘活動を中心に体制定

着を図っているが、 ２３年３月期は、無担保ローンの案内や、住

宅ローン顧客に対するアフターフォローへと、段階的に活動の幅を

広げる予定。また、営業店と連携した顧客サポートも開始。

現在は預金の案内や年金相談会への勧誘活動を中心に体制定

着を図っているが、 ２３年３月期は、無担保ローンの案内や、住

宅ローン顧客に対するアフターフォローへと、段階的に活動の幅を

広げる予定。また、営業店と連携した顧客サポートも開始。
年金振込口座数の推移

・既存の営業店チャネルのみでなく、コールセンター等の本部機能を活用した顧客サポートを展開。

・和歌山県内だけでなく、地元エリアと位置付ける大阪府南部でもシルバー層へのアプローチ強化を進める。

・既存の営業店チャネルのみでなく、コールセンター等の本部機能を活用した顧客サポートを展開。

・和歌山県内だけでなく、地元エリアと位置付ける大阪府南部でもシルバー層へのアプローチ強化を進める。

コールセンター強化後の個人固定性預金の獲得額増加

4.0%

17,265

684

金額 金額件数件数

1,9621,243371コールセンタ－獲得額

20,16110,5299,059当行全体での獲得額

4.1%

強化前（～21/8）

11.8%

強化後（21/9～）

9.7%コールセンターの比率

月間平均獲得

（単位：件、百万円）

シルバー層へのアプローチ強化

２１年３月期に、社会保険労務士による年金相談会を和歌山市

内（紀陽お城の前の相談室）で開始。

２１年３月期に、社会保険労務士による年金相談会を和歌山市

内（紀陽お城の前の相談室）で開始。

２１年５月に、和歌山県全域に拡大。年間で約１，２００名参加。２１年５月に、和歌山県全域に拡大。年間で約１，２００名参加。

２２年４月から、大阪府南部まで対象地域を拡大。２２年４月から、大阪府南部まで対象地域を拡大。

県内の振込シ

ェアは約５割
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有価証券利息配当金収益（外貨調達ｺｽﾄ控除後）と利回り推移

332
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23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期 27/4以降

(億円)

海外金融機関債券償還年度別残高

25/3期までの累積
償還額984億円

※ 平成２２年３月末時点

有価証券の状況有価証券の状況

海外金融機関債

合計 1,478億円

(21/3期比▲312億円）

5,577

566 519 458212 245 259

6,307

5,215

2,5162,6202,495

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

21/3末 21/9末 22/3末

（億円） 国内円貨債 ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債 株式 投資信託等

評価損益推移（その他有価証券）

(注） ・上表の変動利付国債評価差額は15年変動国債を、その他有価証券から満期保有目的の債券に変更した際
の時価と取得原価との差額

・評価損益率は非上場株式等時価評価していないものを除く

合計
8,488

合計
8,961

有価証券残高の推移

▲ 237

▲ 37 ▲ 31

72 68 65

1121

▲ 53

▲ 99

▲ 63

▲ 110 ▲ 45
20

▲ 61
▲ 92

1

▲ 389

▲ 450

▲ 400

▲ 350

▲ 300

▲ 250

▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

21/3末 21/9末 22/3末

（億円）

国内円貨債

ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債

株式

投資信託等

変動利付国債評価差額（注）

有価証券合計

(うち1,790) (うち1,688)

( )内は海外金融機関債残高

欧米の
国債購入

（取得原価ﾍﾞｰｽ）

77 67 72

26 42 38

9
19 17

1.31
1.39

1.25

1.39

▲ 20

0
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(億円)

▲ 0.20
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(%)
国内円貨債券 ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債 株式・投信他 利回り

113
128

ＰＩＩＧＳ向け
なし

128
130

合計
9,540

評価損益ほぼ

ゼロまで改善

(うち1,478)
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Ⅲ.参考資料
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プロフィールプロフィール

資 本 金 ５８３億５，０００万円

株式会社 紀陽ホールディングス株式会社 紀陽ホールディングス

代 表 者 代表取締役社長 片山 博臣

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町１丁目３５番地

設 立 明治２８年５月２日

８００億９，６７５万円

従 業 員 数 （平成２２年３月末） ２，３６６名 （出向者・嘱託行員を含む・パート除く）

１０８ヵ店 （和歌山県内６９ヵ店、大阪府内３６ヵ店、奈良県内２ヵ店、東京都内１ヵ店）

インターネット支店除く

主 要 勘 定 等

（ 平 成 ２ ２ 年 ３ 月 末 ）

預金等残高 （譲渡性預金含む） ３兆 ４，１４８億円

貸出金残高 ２兆 ４，５１５億円

（内、消費者ローン残高） (８，５４４億円）

投資有価証券残高 ９，４７５億円

株式会社 紀陽銀行株式会社 紀陽銀行

代 表 者 代表取締役頭取 片山 博臣

店 舗 数 （平成２２年３月末）

資 本 金

設 立 平成１８年２月１日

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町１丁目３５番地
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紀陽フィナンシャルグループ各社紀陽フィナンシャルグループ各社

阪和信用保証株式会社
（信用保証業務）

紀陽リース・キャピタル株式会社
（リース事業・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ・セミナー事業）

株式会社 紀陽カード
（クレジットカード業務・JCB/VISA）

紀陽ビジネスサービス株式会社
（事務代行等）

株式会社 紀陽カードディーシー
（クレジットカード業務・DC）

株式会社 紀陽銀行
（銀行業）

株
式
会
社

紀
陽
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

（
銀
行
持
株
会
社
）

【会社概要】

・所在地 和歌山県和歌山市中之島2240番地

・設 立 昭和60年2月1日

・資本金 8,000万円

・代表者 代表取締役社長 花田 通夫

・従業員 278名（平成22年3月末）

（内、システムエンジニア 200名以上）

・株 主 ㈱紀陽ホールディングス・日本ユニシス㈱

・平成22年3月期 業績

総売上高 4,190百万円

受託先内訳 紀陽銀行 約 16億円 (39%)

外部一般顧客 約 14億円 (35%)

地方公共団体 約 7億円 (17%)

経常利益 443百万円

当期純利益 266百万円

紀陽情報システム株式会社
（システム・ソフトウェア開発）

紀陽フィナンシャルグループの概要紀陽フィナンシャルグループの概要
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営業エリア営業エリア ～店舗網～～店舗網～

中紀地区
11店舗

中紀地区
11店舗

※和歌山県内 69店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ1ヶ所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ2ヶ所

和歌山市内
26店舗

和歌山市内
26店舗

※大阪府内 36店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ9ヶ所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ2ヶ所

※奈良県内 2店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ1ヶ所

※東京都内 1店舗

紀南地区
6店舗

紀南地区
6店舗

泉州地区

16店舗

泉州地区

16店舗

堺地区

10店舗

堺地区

10店舗

南紀白浜空港

関西国際空港

奈良県内
2店舗

奈良県内
2店舗

紀北地区
15店舗

紀北地区
15店舗

田辺地区
11店舗

田辺地区
11店舗

（22年5月末現在）

(堺､高石､泉大津等)

(岸和田､貝塚､泉佐野等)

大阪府

和歌山県

奈良県

兵庫県

京都府
滋賀県

三重県

◎和歌山市

出店時期 支店名
S25.6    深日支店(泉州地域）
S30.1 大阪支店(大阪北地区)
S39.7    堺支店(堺地区)
S40.6 住吉支店(大阪北地区)
S42.8 泉北支店(堺地区)
S45.6 平野支店(大阪北地区)
S46.7 東大阪支店(大阪北地区)
S47.6    岸和田支店(泉州地区)
S47.11 鴻池新田支店(大阪北地区)
S47.12 泉ヶ丘支店(堺地区)
S49.7    尾崎支店(泉州地区)
S49.9    鳳支店(堺地区)
S50.3    東貝塚支店(泉州地区)
S51.4    熊取支店(泉州地区)
S51.5    和泉寺田支店(泉州地区)
S51.11 久米田支店(泉州地区)
S51.11 鶴原支店(泉州地区)
S52.7 箱作支店(泉州地区)
S53.11   深井支店(堺地区)
S54.9    羽倉崎支店(泉州地区)
S54.12 水間支店(泉州地区)
S56.7    河内長野支店(泉州地区)
S56.8    中もず支店(堺地区)
S60.10 泉南支店(泉州地区)
H 2.4 東岸和田支店(泉州地区)
H 3.11 八尾南支店(大阪北地区)
H 3.12 北花田支店(堺地区)
H 4.3 和泉中央支店(泉州地区)
H 4.10 日根野支店(泉州地区)
H 5.6 狭山支店(堺地区)
H18.10 大阪中央支店(大阪北地区)
H19.5 泉大津支店(堺地区)
H20.1 大阪東支店(大阪北地区)
H20.2 大阪北支店(大阪北地区)
H20.9    新大阪支店(大阪北地区）
H20.11 北野田支店(堺地区)

大阪府の出店の状況大阪府の出店の状況
大阪北地区

10店舗

大阪北地区

10店舗
(大阪市内､東大阪・八尾)
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南紀白浜空港

関西国際空港

２１年の観光客数は、新型インフルエンザの

影響が大きく前年比１．２％減少したが、３００

万人台は維持した。主要観光地のなかで、高

野山のみは前年比で増加を果たした。ミシュ

ランによる「☆☆☆」評価の効果と思われる。

堺市周辺堺市周辺

泉州地域泉州地域

パナソニック（旧三洋電機）が貝塚市の工場で太
陽電池の生産能力を増強。２２年度までに百数十
億円の投資を計画。

シャープの液晶パネル新工場が２１年１０月に稼

動。関西電力や大阪ガス、その他関連企業を含

め、環境先進型コンビナートの建設が進む。
大阪市、東大阪市

・八尾市周辺

大阪市、東大阪市
・八尾市周辺

和歌山市周辺和歌山市周辺

和歌山のメインターミナルであるＪＲ和歌山

駅ビルが４月に改装オープン。若い女性層

を狙った専門店街が好評で、女性客の県

外流出を留める効果が期待されている。

住友金属工業和歌山製鉄所の新第１高

炉が２１年７月に稼働。また、２４年の新

第２高炉稼働に向け、９００億円の追加

投資が見込まれている。

「和歌山県紀中・紀南地域の基本計画」

２０年９月に企業立地促進法にもとづく国の同意を得た。

対象区域内の４市１６町１村において、２５年度までの間
に、新規企業立地２９件、製造製品出荷額７５億円増加
、新規雇用６０９名の成果目標を策定。

「紀ノ川企業集積ベルト地帯構想」

企業集積の促進を図るため集積区域５市４町におい

て、２４年度までに新規企業立地１０７件、製品出荷

額１，０８６億円、新規雇用２，５３９名とする成果目

標。

【和歌山県への企業進出】

２０年度は県外から８社（和歌山市内３社、
紀ノ川流域３社、紀中・紀南地域２社）の進
出が決定。

２１年度は県外から４社（紀ノ川流域２社、
紀中・紀南地域２社）の進出決定。

２２年３月和歌山市の阪和自動車道和

歌山北インターチェンジが開通。隣接

する企業用地（関空まで３０分圏内）に

は物流関係中心に１１社進出が決定。

２１０名の新規雇用創出を見込む。

堺市に隣接する大阪市住之江区でパナソニック

がリチウムイオン電池の新工場を建設。総投資

額約１，０００億円。

営業エリア営業エリア ～経済トピックス～～経済トピックス～

高野山

熊野本宮大社

白浜温泉

日航の白浜空港路線は、１日３往復に増便の

うえ存続される予定。
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不良債権の不良債権の保全保全状況状況等等

債務者区分遷移表 （残高ベース）
（億円）

８８．６％

５５．１％

８８．１％

１００．０％

保全率

９４３

８７

５７２

２８３

与信額

１４４

１４

９６

３３

引当

６８

０

４４

２４

その他

１７８

２８

９１

５８

不動産担保

１０７４４４６９１金融再生法開示債権合計

３９５３３要管理債権

６８２７２４０８危険債権

－１６６２４９
破産更生債権及び
これらに準ずる債権

優良担保
優良保証

未保全額担保･保証等

金融再生法開示債権の保全状況 （22年3月末現在）
（億円）

※優良担保：預金・有価証券等。
※優良保証：政府、信用保証協会､金融機関、上場有配会社等による保証。

２４，７３７

３０

１８８

４３６

１０３

２，７２５

２１，２５２

計

６５２１７５７０１２９３，３９７２０，３５７２４，２４８合計

２４０００５０９０破綻先

１１８４２０００２２５実質破綻先

４１０３６５３４９２５５９破綻懸念先

００２６３３６０１２３要管理先

９１２１４９３４２，２６６２５３３，０１８要注意先

２５９５０２７１，０３８２０，１００２０，２２９正常先

破綻先実質破綻先破綻懸念先要管理先要注意先正常先総与信債務者区分

２２年３月末総与信２１年３月末

１，３７６４１３２２０２６１１，０３８－ＤＯＷＮ

３５５－０２３９１２５７ＵＰ

※22年3月末の債務者が21年3月末でどの債務者区分に属していたかによる遷移。
※新規先（21年3月末に与信残高のない先）は期初正常先に含めている。
※部分直接償却後。
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中小企業等金融円滑化法への取組中小企業等金融円滑化法への取組

・年度末にかけて申込受付件数の増加ペースが上がった。

・「謝絶」となった案件は、保証付の融資商品で、保証会社側の条件変更対応ができなかった案件のみ。

・年度末にかけて申込受付件数の増加ペースが上がった。

・「謝絶」となった案件は、保証付の融資商品で、保証会社側の条件変更対応ができなかった案件のみ。

（億円） （億円）

10
64

（14.6%)
取下げ

29
192

（43.9%)
審査中

2
13

（2.9%)
謝絶＋みなし謝絶

26
168

(38.4%)
条件変更実行

69
437

（100.0%)

条件変更

申込受付

債権額
件 数

（構成比）
住宅資金

9
69

（3.0%)
取下げ

176
722

（31.6%)
審査中

14
42

（1.8%)
謝絶＋みなし謝絶

445
1,445

(63.4%)
条件変更実行

645
2,278

（100.0%)

条件変更

申込受付

債権額
件 数

（構成比）
事業性取引

※平成２１年１２月４日以降、平成２２年３月末までの累計。
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連結自己資本連結自己資本比率比率の状況の状況

紀陽ホールディングス連結

7.76%

10.65%

16,748

484

1,299

1,784

20/3末

8.16%

10.96%

17,706

498

1,445

1,940

21/3末

8.22%

10.90%

18,008

482

1,481

1,963

22/3末

+0.06%

▲0.06%

+302

▲16

+36

+23

21/3末比

自己資本額

Ｔｉｅｒ１比率

自己資本比率

リスクアセット

うち Ｔｉｅｒ２

うち Ｔｉｅｒ１

紀陽ホールディングス連結

(億円)

紀陽銀行単体

＜平成２２年３月末＞

■ 自己資本比率 10.42%

■ Ｔｉｅｒ１比率 7.72%

紀陽銀行単体

＜平成２２年３月末＞

■ 自己資本比率 10.42%

■ Ｔｉｅｒ１比率 7.72%

1,784 1,940 1,963

1,299 1,445 1,481

10.65%

7.76%
8.16% 8.22%

10.96% 10.90%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

20/3末 21/3末 22/3末

（億円）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%自己資本比率

Tier1比率

Tier1

自己資本額

▲143 ▲336 ▲18 +318（その他有価証券評価差額金）
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統合リスク管理統合リスク管理

22年上期の資本配賦の状況

(億円)

Tier2
484億円

Tier1
1,383億円

22/3末自己資本

1,867億円

未配賦資本
495億円

配賦資本
864億円

信用リスク
240億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 94億円

市場リスク
530億円

信用リスク

213億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 93億円

未使用枠
283億円

配賦資本

864億円

22年上期
ﾘｽｸ資本配賦

864億円

22/3末リスク量 581億円

未配賦資本 495億円

未使用資本 283億円

0

500

1,000

1,500

6ヵ月3ヵ月3ヵ月12ヶ月保有期間

バーゼルⅡ

基礎的手法

99％信頼水準

政策株株式・債券等預貸金
オペリスク

市場リスク
信用リスク

＜リスク計量方法＞ ※流動性預金の平均残存期間は内部モデルを採用

ｱｳﾄﾗｲﾔｰ比率（22年3月末）

当局基準 18.2%

内部ﾓﾃﾞﾙ 9.6%

市場リスク
274億円

24億円 その他有価証券評価差額 24億円 24億円

2,000

22年3月末現在
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本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、
不確実性を内包するものです。将来の業績は経営環境の変化等に伴い異なる可能性があることにご留意願います。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社 紀陽ホールディングス グループ企画部 ＩＲ担当
株式会社 紀陽銀行 経営企画部 ＩＲ担当

〒640-8656 和歌山市本町1丁目35番地 TEL 073-426-7114


